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令和４年度　第９回補正予算（案）総括表
令和４年度　一般会計補正予算目的別内訳

令和４年度　一般会計の主な事業内容（個別表）
令和４年度　一般会計の主な事業総括表
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（注）対前年度同期比較は、補正後予算額を前年度１月７日専決の補正後予算額と比較した増減率

資本的支出 588,006 0 588,006 22.2

水 道 事 業 会 計 1,568,526 0 1,568,526 2.9

収益的支出 980,520 0 980,520 △5.9

特別会計 小計 12,645,162 0 12,645,162 △2.0

合　　　計 46,000,181 438,737 46,438,918 △1.0

交通船事業 19,008 0 19,008 12.5

土地取得事業 39,510 0 39,510 268.4

下水道事業 5,919 0 5,919 △14.5

港湾整備事業 19,355 0 19,355 △42.4

大浜財産区 9,490 0 9,490 1.2

本山財産区 1,953 0 1,953 △53.3

後期高齢者医療 563,672 0 563,672 0.8

診療所事業 65,732 0 65,732 △0.9

1.9

介護サービス事業勘定 41,322 0 41,322 △6.7

介護保険事業 6,204,341 0 6,204,341 1.9

事業勘定 6,163,019 0 6,163,019

5,304,742 △6.3

直営診療施設勘定 411,440 0 411,440 △7.6

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

国民健康保険事業 5,716,182 0 5,716,182 △6.4

事業勘定 5,304,742 0

号 数

一　　　般　　　会　　　計 33,355,019 438,737 33,793,756 △0.7

令和４年度　第９回補正予算（案）　総括表
令和５年１月２４日提出

五島市総務企画部財政課

会計別補正額

会　　　計　　　名
補　正　前
予  算  額

補 正 補　　　正
予　算　額

補　正　後
予　算　額

対前年度
同期比較
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【歳　入】

1 市税 3,638,874 千円 0 千円 3,638,874 千円 10.8 ％

2 地方譲与税 265,480 千円 0 千円 265,480 千円 0.8 ％

3 利子割交付金 1,571 千円 0 千円 1,571 千円 0.0 ％

4 配当割交付金 7,788 千円 0 千円 7,788 千円 0.0 ％

5 株式等譲渡所得割交付金 9,459 千円 0 千円 9,459 千円 0.0 ％

6 法人事業税交付金 26,684 千円 0 千円 26,684 千円 0.1 ％

7 地方消費税交付金 791,108 千円 0 千円 791,108 千円 2.3 ％

8 ゴルフ場利用税交付金 4,553 千円 0 千円 4,553 千円 0.0 ％

9 環境性能割交付金 15,143 千円 0 千円 15,143 千円 0.1 ％

10 国有提供施設等所在市助成交付金 22,068 千円 0 千円 22,068 千円 0.1 ％

11 地方特例交付金 11,794 千円 0 千円 11,794 千円 0.0 ％

12 地方交付税 13,666,532 千円 0 千円 13,666,532 千円 40.4 ％

13 交通安全対策特別交付金 3,845 千円 0 千円 3,845 千円 0.0 ％

14 分担金及び負担金 89,449 千円 0 千円 89,449 千円 0.3 ％

15 使用料及び手数料 295,792 千円 0 千円 295,792 千円 0.9 ％

16 国庫支出金 5,279,443 千円 2,379 千円 5,281,822 千円 15.6 ％

17 県支出金 3,248,028 千円 86,875 千円 3,334,903 千円 9.9 ％

18 財産収入 48,290 千円 0 千円 48,290 千円 0.1 ％

19 寄附金 461,747 千円 220,000 千円 681,747 千円 2.0 ％

20 繰入金 1,085,090 千円 129,483 千円 1,214,573 千円 3.6 ％

21 繰越金 547,732 千円 0 千円 547,732 千円 1.6 ％

22 諸収入 365,849 千円 0 千円 365,849 千円 1.1 ％

23 市債 3,468,700 千円 0 千円 3,468,700 千円 10.3 ％

33,355,019 千円 438,737 千円 33,793,756 千円 100.0 ％

【歳　出】

1 議会費 194,090 千円 0 千円 194,090 千円 0.6 ％

2 総務費 4,195,613 千円 334,487 千円 4,530,100 千円 13.4 ％

3 民生費 9,322,766 千円 △ 5,671 千円 9,317,095 千円 27.6 ％

4 衛生費 3,455,011 千円 5,671 千円 3,460,682 千円 10.2 ％

5 労働費 37,571 千円 0 千円 37,571 千円 0.1 ％

6 農林水産業費 2,824,166 千円 0 千円 2,824,166 千円 8.4 ％

7 商工費 2,280,666 千円 104,250 千円 2,384,916 千円 7.1 ％

8 土木費 1,763,511 千円 0 千円 1,763,511 千円 5.2 ％

9 消防費 973,008 千円 0 千円 973,008 千円 2.9 ％

10 教育費 3,599,524 千円 0 千円 3,599,524 千円 10.6 ％

11 災害復旧費 51,185 千円 0 千円 51,185 千円 0.1 ％

12 公債費 4,582,778 千円 0 千円 4,582,778 千円 13.6 ％

13 諸支出金 35,130 千円 0 千円 35,130 千円 0.1 ％

14 予備費 40,000 千円 0 千円 40,000 千円 0.1 ％

33,355,019 千円 438,737 千円 33,793,756 千円 100.0 ％歳　出　合　計

歳　入　合　計

款
補　正　前
予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額

予  算
構成比

令和４年度一般会計補正予算（第９号）

【目的別内訳】

款
補　正　前
予  算  額

補　　　正
予　算  額

補　正　後
予　算　額

予  算
構成比
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1 千円 頁

2 千円 頁

3 千円 頁

4 千円 頁

担当所属課

公営企業物価高騰対策支援事業 財政課

今回補正額

ふるさとづくり寄附金事業 政策企画課332,108

5,671

4

市民課

商工雇用政策課

6

104,250 7
有人国境離島法関連予算
（国境離島創業・事業拡大等支援事業）

マイナンバーカード個人宅出張申請受付事業 2,379 5

主な事業(個別表)総括表

個別表頁事　　業　　名
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１　事業名

２　事業概要

【1】事業費の概要

① ふるさとづくり寄附金事務経費 千円

(1) ふるさとづくり寄附金返礼業務委託料　72,960千円

(2) ふるさと納税寄附受付等業務委託料　17,855千円

(3) 手数料（ポータルサイト、クレジット決済等） 20,551千円

(4) 通信運搬費（受領書等発送郵便料等） 742千円

② ふるさとづくり基金への積立金 千円

【2】寄附金増加への取組

① ふるさと納税業務の民間外部委託（令和3年10月から）

② ポータルサイトや返礼品写真の魅力化

③ 新たな返礼品の企画開発

【3】寄附金の状況

（単位：件、千円）

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課

頁

主　な　事　業　内　容　【個別表】

ふるさとづくり寄附金事業

　ふるさとづくり寄附金事業について、１２月までの実績により寄附金額の増加が見込まれることか

ら、今年度の寄附見込額を６億５千万円（予算現額４億３千万円）として２億２千万円を追加計上す

るとともに、寄附金額の増額に伴う返礼業務委託料など関連する事務経費を追加計上する。

112,108

220,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度見込み

件数 寄附金額 件数 寄附金額 件数 寄附金額 件数 寄附金額 件数 寄附金額

5,793 208,440 7,738 200,031 13,305 279,732 12,112 284,172 25,000 650,000

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債 一般財源その他

補正前の額 670,650 0 0 0 670,650 0

332,108 0 0 0 332,108

摘要

0

計 1,002,758 0 0 0 1,002,758 0

今回補正額

歳入

寄附金
総務費寄附金

220,000

予算書 区分 款 説　明 予算額

7

-
（ふるさとづくり寄附金）

繰入金
ふるさとづくり基金繰入金

112,108 -
（ふるさとづくり基金繰入金）

-
（役務費、委託料、積立金）

総務企画部　政策企画課

8 頁 歳出 総務費
企画費

332,108
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１　事業名

２　事業概要

【1】事業概要

① マイナンバーカード個人宅出張申請受付業務

(1) 配置人数：6人

(2) 配置先　：本庁、各支所

(3) 期間　　：令和5年2月～3月

② 事業費 千円

(1) 会計年度任用職員報酬　2,038千円

(2) 会計年度任用職員共済費　289千円

(3) 会計年度任用職員旅費　52千円

【2】マイナンバーカード交付率

＜令和4年12月末現在＞

　

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課

主　な　事　業　内　容　【個別表】

マイナンバーカード個人宅出張申請受付事業

　更なるマイナンバーカードの普及促進を図るため、高齢等の理由により市窓口への来庁が困難な

方やインターネットによる申請が不慣れな方などを対象に、出張訪問により申請受付を行うための

関係経費２，３７９千円を計上する。

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債

57.10％

その他 一般財源

0

0

補正前の額 13,064 13,064 0 0 0

15,443 15,443 0 0 0

2,379 0 0 0

0

今回補正額 2,379

予算書 区分 款 説　明 予算額 摘要

計

-
（報酬、共済費、旅費）

7 頁 歳入 国庫支出金
総務費国庫補助金（社会保障・税番号

2,379

市民生活部　市民課

-
制度個人番号カード交付事務費）

8 頁 歳出 総務費
戸籍住民基本台帳費

2,379

県

55.96％

市

55.88％

2,379

交付率

国
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１　事業名

２　事業概要

【1】事業概要

① 対象者

　 水道局

② 対象経費

導水・送水・配水施設等における動力費（電気料金）

③ 補助金額の算定方法

令和3年4月から令和4年3月に負担した電気料金の実績額に物価上昇率（18.6％）

及び補助率（1/2）を乗じて得た額

④ 事業費 千円

　 R3電気料金実績60,984千円×物価上昇率18.6％×1/2＝5,671千円

⑤ 財源

　 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

　 （電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課

主　な　事　業　内　容　【個別表】

公営企業物価高騰対策支援事業

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地

方交付金）の活用が公営企業に対しても可能となったことから、電力価格高騰により事業経費が増

大している水道局に対し、事業経営の安定を図るため、電気料金高騰分の一部を支援する補助金

５，６７１千円を計上する。

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債 その他 一般財源

0

補正前の額 0 0 0 0 0 0

今回補正額 5,671 5,671 0 0 0

予算額 摘要

計 5,671 5,671 0 0 0

5,671

8
9

頁 歳出 衛生費

0

予算書 区分 款 説　明

上水道費
5,671 -

（電気料等高騰対策支援事業費補助金）

総務企画部　財政課
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１　事業名

２　事業概要

【1】事業概要

① 対象者

　 平成29年度から令和3年度までの間に雇用機会拡充事業を実施した事業者

② 対象期間

　 令和4年10月から令和5年2月まで

③ 対象要件

(1) 雇用機会拡充事業を実施し、1名以上の雇用を創出し、維持している

(2) 物価高騰等の影響により、売上高・営業利益等の事業活動を示す指標が、前年同期比

5％以上減少している　等

④ 対象経費

(1) 従業員の人件費、店舗等の家賃

(2) 広告宣伝費、感染防止対策費

(3) その他事業を継続する上で必要な経費（光熱水費、燃料費等）

⑤ 補助金上限額

(1) 個人事業者　 75万円

(2) 法人事業者　150万円

⑥ 負担割合

　 国1/2、県1/8、市1/8、事業者1/4

⑦ 事業費 （単位：千円）

23

58

81

３　事業費及び財源内訳 （単位：千円）

４　今回補正予算書対象頁 （単位：千円）

５　担当課

0 17,375

摘要

産業振興部　商工雇用政策課

商工業振興費
-

（特定経営基盤維持事業費補助金）
104,250

予算書

県支出金

区分 款

補正前の額 0

説　明

86,875 0

予算額

17,375

計 104,250 0 86,875 0

今回補正額 104,250 0 0

主　な　事　業　内　容　【個別表】

有人国境離島法関連予算（国境離島創業・事業拡大等支援事業）

　令和３年度までに雇用機会拡充事業を実施し、雇用を創出・維持している事業者で、物価高騰等

の影響を受けている事業者に対し、雇用を維持するための事業資金の一部を支援するため、補助金

１０４，２５０千円を計上する。

区分 事業費
左　の　財　源　内　訳

国 県 地方債 その他 一般財源

商工費県補助金
86,875 -

（特定有人国境離島地域社会維持推進交付金）

00 0 0 0

合計

2,000

対象
事業費

23,000

116,000

139,000

区分
件
数

補助対象
経費限度額

17,250

87,000

個人事業者

法人事業者 58,000

69,500

2,875 2,875

国 県

9 頁 歳出 商工費

補助金額

5,750

14,500 14,500 29,000

17,375 17,375

事業者

7 頁 歳入

104,250

1,000

34,750

市

11,500
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